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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第48期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 12,080 49,994

経常利益 (百万円) 919 3,420

四半期(当期)純利益 (百万円) 526 1,890

純資産額 (百万円) 50,060 49,838

総資産額 (百万円) 61,622 61,968

１株当たり純資産額 (円) 1,532.20 1,525.55

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 16.14 56.55

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 81.2 80.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 62 4,145

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 140 △3,693

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △544 △2,455

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,667 11,009

従業員数 (名) 1,074 1,027

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

　 しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

              平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,074     （1,064）

(注) １ 従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除く）であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

              平成20年６月30日現在

従業員数(名) 883       （818）

(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。
　

分類 金額(百万円)

昆布製品 4,051

豆製品 3,773

そう菜製品 2,352

デザート製品 1,375

漬物製品 173

その他製品 832

合計 12,559

(注) １　金額は標準卸売価格によります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間における商品仕入実績は次のとおりであります。
　

分類 金額(百万円)

商品原藻昆布 55

その他商品 2

合計 58

(注) １　金額は仕入価格によります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

市場動向の予測に基づく見込生産を行っており、受注生産はありません。
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(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。
　

分類 金額(百万円)

製品

昆布製品 3,882

 豆製品 3,453

 そう菜製品 2,258

 デザート製品 1,303

 漬物製品 162

 その他製品 1,003

 小計 12,063

商品

商品原藻昆布 12

その他商品 4

小計 16

合計 12,080

(注) １　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

（株）日本アクセス 1,935 16.0

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）経営成績の分析

　　　　当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速や、

　　　原油・原材料価格高の影響で消費者物価の上昇を招き、景気の先行きは不透明感が強まる状

　　　況となりました。

　　　　食品業界におきましては、昨年度から引き続きメーカー各社の仕入れコスト上昇に伴う商

　　　品の値上げや、食品の偽装事件が多発することによってお客様の食に対する不安感を募らせ

　　　る厳しい状況が続いております。

　　　　このような状況下、当グループにおきましては、新商品の開発、プロモーションの積極展

　　　開で成長路線の足がかりを築き、また、業務の効率化を実現するため、新しい基幹システム

　　　を導入し、経営基盤の強化に取り組んでまいりました。

　　　　主な製品分類別の販売状況は、デザート製品と漬物製品で苦戦を強いられましたが、コア

　　　事業である昆布製品や豆製品、そう菜製品では堅調に推移いたしました。

　　　　その結果、当第１四半期の連結売上高は120億80百万円、連結営業利益は8億23百万円、連

      結経常利益は9億19百万円、連結四半期純利益は5億26百万円となりました。

 

（2）財政状態の分析

　　　　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3億45百万円減少し、

　　　616億22百万円となりました。

　　　　資産の部では、流動資産は240億66百万円となり、前連結会計年度末と比べて1億43百万円

　　　減少しました。これは主に現金及び預金の減少等によるものです。固定資産は375億55百万円

　　　となり、前連結会計年度末と比べて2億2百万円減少しました。これは主に基幹システム構築

　　　のために無形固定資産が増加したことと、投資有価証券の売却、有形固定資産が取得以上に

　　　償却が進んだこと等によるものです。

　　　　負債の部では、流動負債は89億3百万円となり、前連結会計年度末と比べて4億92百万円減

　　　少しました。これは主に確定納付による未払法人税等の減少や賞与引当金の減少等によるも

　　　のです。固定負債は26億58百万円となり、前連結会計年度末と比べて75百万円減少しまし

　　　た。

　　　　純資産の部は、その他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末に比べ2億22

　　　百万円増加し、500億60百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末の80.4％から81.2％

　　　となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　　　　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）

      は、前連結会計年度末に比べ3億41百万円減少し、106億67百万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　  当第１四半期連結会計期間の営業活動による資金の増加は、62百万円となりました。これ

      は、税金等調整前四半期純利益を9億24百万円、減価償却費を5億60百万円計上したことと、

      賞与引当金及び未払金の減少や法人税等の支払いがあったこと等によるものです。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当第１四半期連結会計期間の投資活動による資金の増加は、1億40百万円となりました。こ

      れは、投資有価証券の売却及び取得によるものと、有形・無形固定資産の取得による支出が

      あったこと等によるものです。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当第１四半期連結会計期間の財務活動による資金の減少は、5億44百万円となりました。こ

      れは、配当金の支払いがあったこと等によるものです。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　 当第１四半期連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に

　　　 重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　　　　 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めて

　　　 おり、その内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　  　1.　基本方針の内容

         当グループは、日本の伝統食・伝統食材に基づいた健康に役立つ食品を提供し、日本の良

       き食文化の復興と承継を通じ、社会全体に幸せで健康な生活を実現することを企業理念（経

       営理念）として位置付けています。

         当グループでは、健康増進のための食品事業を展開する中で、当グループ製造の商品を市

       場でお買い上げ頂くお客様を何よりも大切にすると共に、法令・社会規範の遵守や環境保

       全・資源保護といった企業としての社会的責任を果たし、当グループを取り巻く多くのステ

       ークホルダーの信頼に応えることを通じて、当グループ全体の価値を向上させるべく、効率

       的かつ適正な企業運営の推進に努めることを基本方針としております。

 

    2.　不適切な支配の防止のための取組み

         当社は、たとえ大量の当社株式が買い付けられることがあっても、それが当グループの企

       業価値及び当社株主の皆様方の共同利益に資するものであるならば、そのような買収行為自

       体を否定するものではありません。

         しかし当社は、企業価値及び当社株主の皆様方の共同利益の向上を毀損すると思われるよ

       うな当社株式に対する大量買付行為が行われる場合に、買付者又は買付提案者（以下、併せ

       て「買付者等」という。）に対して、事前に、当該買付行為に関する情報提供を求め、これ

       により買付に応じるべきか否かを株主の皆様方において判断して頂き、あるいは、当社取締

       役会において、代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様方のために

       買付者等と交渉を行うこと等を可能とするための枠組みとして、平成19年5月11日開催の取

       締役会において、当グループの企業価値を向上させ、当社株主の皆様の共同利益を確保する

       基本方針を確認し、当グループの企業価値を毀損する態様での濫用的な買収等を未然に防止

       するため、当社株式の大量買付行為に関する対応策として、事前警告型のライツ・プラン

      （原プラン）の導入の承継及び改正を決議いたしました。

         原プランは、現在の法令、裁判例、実務での運用実態及び企業社会の状況に適合した内容

       に改訂する必要があり、当社は、平成20年第48回定時株主総会において、買収防衛策の導

       入、継続及び改廃を株主総会の決議事項とする旨の定款変更、並びに、原プランの基本的な

       理念や考え方は維持したまま、原プランを改訂した新たな買収防衛策（事前警告型ライツ・

       プラン、以下、「本プラン」という。）の導入を決議いたしました。
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   3.　上記2.の取組みについての取締役会の判断

        当社取締役会は、買付者等から受領した情報提供回答書等を外部有識者で構成する企業価

      値判定委員会に提出し、判定委員会は、本プランの定める買収防衛策の発動の要否を判定

      し、その旨を当社取締役会に勧告します。

        当社取締役会は判定委員会の勧告を最大限尊重し、買収防衛策（本プラン） の発動又は不

      発動を最終的に決定いたします。

        当社取締役会は、かかる決定を行った場合、当該決定の概要その他当社取締役会が適切と

      認める事項について、決定後速やかに、情報開示を行います。

        本プランの有効期間は、株主総会において、本プランの導入又は変更が、普通決議（会社

      法第309条第1項）で承認された後、3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

      時株主総会の終結の時までとなります。

        但し、かかる有効期間の満了前であっても、(ア)株主総会において本プランを廃止する旨

      の決議が承認された場合、又は、(イ)株主総会で毎年選任される取締役（当社取締役の任期

      は1年間）で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本

      プランはその時点で廃止されます。

 

      上記2.の取組みにつきましては、当社の基本方針に沿うものであり、株主の皆様方の共同の

      利益を損うものではなく、また、決して当社役員の地位の維持を目的とするものではありま

      せん。

 

（5）研究開発活動

　　　　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は142百万円であります。

        なお、当第１四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変

      更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下の通りです。

会社名
事業所名

設備の内容
投資予定額（百万円） 資金調達 着手 完了予定

（所在地） 総額 既支払額 方法 年月 年月

提出 本社
事務所増設 1,100 7 自己資金

平成20年 平成21年

会社 （神戸市中央区） ７月 ３月

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 108,000,000

計 108,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,991,52134,991,521

 東京証券取引所
 市場第一部
 大阪証券取引所
 市場第一部

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 34,991,52134,991,521― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数
628個（注）１

（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 628,000 株

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり 1,339円（注）２

新株予約権の行使期間 自 平成21年８月１日　　至 平成24年７月31日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

   新株の発行に代えて、当社が有する自己株式を代用
 するため、発行価格及び資本組入額は該当がない。

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権
者」という。）は、権利行使時において当社の役員、従
業員、相談役、顧問又は嘱託並びに当社子会社の役員又
は従業員の地位を有していることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のあ
る場合はこの限りではない。
　その他の条件については、株主総会決議及び取締役会
決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結した新
株予約権割当契約書の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

(注)１   新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)後、当社が当社普通株式につき、株式分割(当

   社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。)又は株式併合を行う場合に

   は、付与株式数を次の算式により調整する。

　

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

　

　　　　 また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲

　 で付与株式数を調整することができる。なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

　 捨てる。

　

(注)２   新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価

   額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

株式分割・株式併合の比率
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　　　　 また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分

　 を行う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡

　 し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求で

　 きる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使による場合を除く。)には、行使価額

　 を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　

　　　　　なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普

　 通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

　 数」を「処分する自己株式数」に読み替える。

　　　さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通

　 株主への配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等の条

　 件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。

　

(注)３   当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が

   分割会社となる場合に限る。)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合

   に限る。)(以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の

   効力発生日(吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、

   吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

   つき株式交換の効力発生日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。)の直前に

   おいて残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それ

   ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会

   社」という。)　の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会

   社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

   換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

　

　　(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　再編対象会社の普通株式とする。

　　(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

　　(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記(注)２で定められる行使価額を

　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(３)に従って決定される

　　当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。　　　　

　　(5) 新株予約権を行使することができる期間

　　　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

    から新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　　(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株の発行に代えて、当社が有する自己株式を代用するため、発行価格及び資本組入額は該当がない。

　　(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年4月１日～
平成20年6月30日

─ 34,991 ─ 6,566 ─ 7,299

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期連結会計期間において、大株主の異動はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
  普通株式
          2,336,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
  普通株式
         31,633,000

31,633 同上

単元未満株式
  普通株式
          1,022,521

― 同上

発行済株式総数          34,991,521― ―

総株主の議決権 ― 31,633 ―

(注)　１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が240株含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が457株含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　フジッコ株式会社

神戸市中央区港島中町６
丁目13－４

2,336,000 ─ 2,336,0006.68

計 ― 2,336,000 ─ 2,336,0006.68

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 1,1661,1781,176

最低(円) 1,0791,0931,119

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

  なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,967 11,209

受取手形及び売掛金 7,135 7,031

有価証券 502 501

商品及び製品 711 662

仕掛品 426 391

原材料及び貯蔵品 3,723 3,790

繰延税金資産 147 342

その他 469 290

貸倒引当金 △16 △9

流動資産合計 24,066 24,210

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 27,663 27,654

減価償却累計額 △17,091 △16,890

建物及び構築物（純額） 10,572 10,763

機械装置及び運搬具 18,148 18,061

減価償却累計額 △14,273 △14,063

機械装置及び運搬具（純額） 3,875 3,997

工具、器具及び備品 1,596 1,582

減価償却累計額 △1,201 △1,174

工具、器具及び備品（純額） 395 408

土地 12,952 12,952

建設仮勘定 359 250

有形固定資産合計 28,154 28,372

無形固定資産

ソフトウエア 1,938 335

ソフトウエア仮勘定 163 1,222

その他 101 102

無形固定資産合計 2,203 1,660

投資その他の資産

投資有価証券 5,408 5,821

繰延税金資産 398 511

その他 1,430 1,432

貸倒引当金 △39 △39

投資その他の資産合計 7,197 7,724

固定資産合計 37,555 37,758

資産合計 61,622 61,968
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,675 3,560

短期借入金 1,664 1,664

未払金 2,476 2,206

未払法人税等 218 773

未払消費税等 109 240

賞与引当金 186 419

預り金 452 278

その他 119 251

流動負債合計 8,903 9,395

固定負債

長期借入金 1,046 1,124

繰延税金負債 5 6

退職給付引当金 1,241 1,241

役員退職慰労引当金 365 361

固定負債合計 2,658 2,733

負債合計 11,561 12,129

純資産の部

株主資本

資本金 6,566 6,566

資本剰余金 7,302 7,302

利益剰余金 38,107 38,086

自己株式 △2,463 △2,461

株主資本合計 49,512 49,493

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 519 323

評価・換算差額等合計 519 323

新株予約権 29 21

純資産合計 50,060 49,838

負債純資産合計 61,622 61,968
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

売上高 12,080

売上原価 7,444

売上総利益 4,636

販売費及び一般管理費 ※1
 3,812

営業利益 823

営業外収益

受取利息 9

受取配当金 57

その他 39

営業外収益合計 106

営業外費用

支払利息 9

その他 1

営業外費用合計 10

経常利益 919

特別利益

投資有価証券売却益 7

特別利益合計 7

特別損失

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損 1

特別損失合計 2

税金等調整前四半期純利益 924

法人税、住民税及び事業税 217

法人税等調整額 179

法人税等合計 397

四半期純利益 526
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 924

減価償却費 560

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7

賞与引当金の増減額（△は減少） △232

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △67

支払利息 9

有形固定資産処分損益（△は益） 1

投資有価証券売却損益（△は益） △7

売上債権の増減額（△は増加） △103

たな卸資産の増減額（△は増加） △18

仕入債務の増減額（△は減少） 115

未払金の増減額（△は減少） △310

未払消費税等の増減額（△は減少） △130

預り金の増減額（△は減少） 173

その他 △144

小計 777

利息及び配当金の受取額 67

利息の支払額 △9

法人税等の支払額 △772

営業活動によるキャッシュ・フロー 62

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300

定期預金の払戻による収入 200

有形固定資産の取得による支出 △169

無形固定資産の取得による支出 △178

投資有価証券の取得による支出 △420

投資有価証券の売却による収入 1,007

貸付金の回収による収入 0

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 140

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △78

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △463

財務活動によるキャッシュ・フロー △544

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △341

現金及び現金同等物の期首残高 11,009

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,667
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）

を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、従来、商品及び製品・仕掛品は原価法、原材

料は低価法によっておりましたが、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に変更しておりま

す。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ７百万円減少しております。

 

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１ 有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の主な耐用

年数を７～９年から10年に変更しております。なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ29百万円増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

       広告宣伝費                       115百万円

       荷造運搬費                       565百万円

       販売促進費                     1,198百万円

       貸倒引当金繰入額                   7百万円

       給料及び賞与                     610百万円

       賞与引当金繰入額                  75百万円

       退職給付引当金繰入額              32百万円

       役員退職慰労引当金繰入額           7百万円

       減価償却費                       196百万円

     

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 10,967百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △300百万円

現金及び現金同等物 10,667百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 34,991,521

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,338,279

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第１四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 ─ 29

合計 ─ 29

(注)上記の新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 506 15.50平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

     株主資本の四半期連結会計期間末の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。
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(リース取引関係)

     所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　

    １　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 3,355 4,221 865

(2) 債券 417 409 △7

(3) その他 ― ― ―

合計 3,773 4,630 857

　

　

(デリバティブ取引関係)

  当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

     デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場の類似性から判断して同様・同系列の加工食

品を専ら製造販売しております。従って、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,532.20円 1,525.55円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 16.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
 

─
 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、
記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 526

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 526

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,654

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

　

フ ジ ッ コ 株 式 会 社

取 締 役 会  御 中

　

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　和　　田　　朝　　喜　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　山　   　聡　 　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフ

ジッコ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジッコ株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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